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不
動
産
取
得
税
の
軽
減
制

度
が
あ
り
ま
す

　

不
動
産
取
得
税
は
、
土
地
や
家
屋

を
取
得
し
た
と
き
に
一
度
だ
け
納
め

る
県
の
税
金
で
す
。
不
動
産
取
得
税

が
軽
減
さ
れ
る
場
合
に
は
、
次
の
よ

う
な
要
件
が
あ
り
ま
す
。

▼
家
屋
を
取
得
し
た
と
き
の
軽
減　

　

取
得
し
た
新
築
住
宅
と
、
こ
れ
と

同
じ
地
番
の
上
に
あ
る
物
置
、
車
庫

な
ど（
商
売
用
、
農
業
用
を
除
く
）

を
合
わ
せ
た
床
面
積
が
50
平
方
㍍
以

上
２
４
０
平
方
㍍
以
下
で
あ
る
と
き

▼
土
地
を
取
得
し
た
と
き
の
軽
減　

　

○
住
宅
用
の
土
地
を
取
得
し
て
か

　

ら
３
年
以
内
に
住
宅
を
新
築
し
た

　

と
き（
中
古
住
宅
は
１
年
以
内
に

　

取
得
）

　

○
住
宅
を
取
得
し
て
か
ら
１
年
以

　

内
に
そ
の
住
宅
用
の
土
地
を
取
得

　

し
た
と
き

　

こ
の
ほ
か
、
災
害
に
あ
っ
た
と
き
、

公
共
事
業
で
土
地
、
家
屋
が
収
用
さ

れ
た
と
き
な
ど
の
減
免
も
あ
り
ま
す
。

　

不
動
産
取
得
税
は
、
取
得
者
の
申

請
に
よ
り
減
額
、
減
免
さ
れ
る
も
の

で
す
。
詳
し
く
は
左
記
に
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ
先　

会
津
地
方
振
興
局　

県
税
部　

不
動
産
取
得
税
チ
ー
ム

☎（
29
）５
２
５
４

父
子
家
庭
に
児
童
扶
養
手

当
の
支
給
開
始

　

ひ
と
り
親
家
庭
の
自
立
を
支
援
す

る
た
め
、
22
年
８
月
１
日
か
ら
父
子

家
庭
の
父
に
も
児
童
扶
養
手
当
が
支

給
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

児
童
扶
養
手
当
を
受
給
す
る
た
め
に

は
、
申
請（
認
定
請
求
）が
必
要
で
す
。

▼
父
子
家
庭
の
支
給
要
件

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
子
ど

も
が
お
り
、
父
が
子
ど
も
を
監
護
し
、

か
つ
、
生
計
を
同
じ
く
し
て
い
る
場

合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

①
父
母
が
婚
姻
を
解
消
し
た
子
ど
も

Ｎ
Ｔ
Ｔ
な
ど
の
特
殊
法
人
の
仕
事
に

つ
い
て
、
苦
情
、
意
見
や
要
望
を
受

け
る
の
が
行
政
相
談
会
で
す
。

▼
町
行
政
相
談
委
員

　

宮
沢　

重
正
さ
ん（
下
舘
）

　

☎（
66
）３
９
９
５

▼
開
催
日
時

　

８
月
18
日（
水
）、
９
月
15
日（
水
）

　

午
後
１
時
か
ら
午
後
３
時
ま
で

▼
会
場　

町
役
場
３
階　

日
本
間

▼
問
い
合
わ
せ
先

総
務
課　

秘
書
広
報
業
務

☎（
62
）２
１
１
１

告　

示

・
第
80
号
「
猪
苗
代
町
女
性
特
有
の

が
ん
検
診
推
進
事
業
実
施
要
綱
」

（
保
健
福
祉
課
健
康
づ
く
り
業
務
）

・
第
81
号
「
公
売
通
知
書
の
公
示
送

達
に
つ
い
て
」（
税
務
課
収
納
業
務
）

・
第
82
号
「
公
売
通
知
書
の
公
示
送

達
に
つ
い
て
」（
税
務
課
収
納
業
務
）

・
第
83
号
「
交
付
要
求
書
の
公
示
送

達
に
つ
い
て
」（
税
務
課
収
納
業
務
）

・
第
84
号
「
繰
上
徴
収
通
知
書
の
公

示
送
達
に
つ
い
て
」

（
税
務
課
収
納
業
務
）

・
第
85
号
「
配
当
計
算
書
の
公
示
送

達
に
つ
い
て
」（
税
務
課
収
納
業
務
）

・
第
86
号
「
平
成
22
年
度
軽
自
動
車

達
に
つ
い
て
」（
税
務
課
収
納
業
務
）

公　

告

・
第
38
号
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売

及
び
見
積
価
格
の
公
告
に
つ
い
て

（
平
成
22
年
度
第
３
号
）」（
税
務
課

収
納
業
務
）

・
第
39
号
「
猪
苗
代
都
市
計
画
土
地

区
画
整
理
事
業
の
変
更（
廃
止
）案

の
縦
覧
に
つ
い
て
」（
建
設
課
都
市

税
の
公
示
送
達
に
つ
い
て
」（
税
務

課
賦
課
業
務
）

・
第
87
号
「
平
成
22
年
度
固
定
資
産

税
の
公
示
送
達
に
つ
い
て
」

（
税
務
課
賦
課
業
務
）

・
第
88
号
「
国
民
健
康
保
険
被
保
険

者
証
の
無
効
告
示
」（
町
民
生
活
課

国
保
年
金
業
務
）

・
第
89
号
「
猪
苗
代
町
議
会
臨
時
会

招
集
」（
総
務
課
行
政
管
理
業
務
）

・
第
90
号
「
充
当
通
知
書
の
公
示
送

整
備
業
務
）

・
第
40
号
「
猪
苗
代
都
市
計
画
道
路

の
変
更（
案
）の
縦
覧
に
つ
い
て
」（
建

設
課
都
市
整
備
業
務
）

・
第
41
号
「
猪
苗
代
都
市
計
画
地
区

計
画
の
決
定（
案
）の
縦
覧
に
つ
い
て
」

（
建
設
課
都
市
整
備
業
務
）

※
告
示
・
公
告
さ
れ
た
内
容
に
つ
い

て
は
、
役
場
前
掲
示
板
を
ご
覧
に
な

る
か
、
そ
れ
ぞ
れ
の
担
当
課
に
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

②
母
が
死
亡
し
た
子
ど
も　

な
ど

※
子
ど
も
の
年
齢
は
、
18
歳
の
誕
生

日
を
過
ぎ
、
最
初
の
３
月
31
日
を
迎

え
る
ま
で（
中
度
以
上
の
障
害
が
あ

る
場
合
は
20
歳
未
満
）。

▼
所
得
制
限

　

手
当
を
受
け
る
人
の
前
年
の
所
得

（
課
税
台
帳
上
の
所
得
に
、
前
年
父

ま
た
は
子
ど
も
が
、
子
ど
も
の
母
か

ら
受
け
取
っ
た
養
育
費
の
８
割
を
合

算
し
た
額
）が
一
定
の
額
を
超
え
る

場
合
、
そ
の
年
度
は
、
手
当
の
全
部

ま
た
は
一
部
が
支
給
停
止
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
扶
養
義
務
者（
同
居
の
直

系
血
族
お
よ
び
兄
弟
姉
妹
）な
ど
の

所
得
に
よ
る
所
得
制
限
も
あ
り
ま
す
。

所
得
制
限
限
度
額
表
を
参
考
に
し
て

く
だ
さ
い
。

▼
手
当
額（
月
額
）

　

受
給
資
格
者（
父
）が
監
護
・
養

育
す
る
子
ど
も
の
数
や
所
得
な
ど
に

よ
り
決
め
ら
れ
ま
す
。

○
児
童
１
人
の
場
合

全
部
支
給　

４
１
，
７
２
０
円
、

一
部
支
給　

４
１
，
７
１
０
円
か
ら

９
，
８
５
０
円
ま
で
の
金
額

○
児
童
２
人
以
上
の
加
算
額

２
人
目　

５
，
０
０
０
円
、
３
人
目

以
降
１
人
に
つ
き　

３
，
０
０
０
円

▼
受
給
す
る
た
め
に
は

　

町
保
健
福
祉
課
へ
申
請
が
必
要
で

す
。
添
付
書
類
な
ど
、
詳
細
に
つ
い

て
は
、
左
記
ま
で
問
い
合
わ
せ
て
く

だ
さ
い
。

・
７
月
31
日
ま
で
に
支
給
要
件
に
該

当
し
て
い
る
人
は
、
11
月
30
日
ま
で

に
申
請
を
す
れ
ば
、
８
月
分
か
ら
支

給
さ
れ
ま
す
。
11
月
30
日
を
過
ぎ
る

と
、
申
請
の
翌
月
分
か
ら
の
支
給
に

な
り
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

保
健
福
祉
課　

社
会
福
祉
業
務

☎（
62
）２
１
１
５

役
所
や
特
殊
法
人
へ
の
苦

情
を
受
け
ま
す

　

国
、
県
、
市
町
村
な
ど
の
役
所
や

いなわしろタウンページTown Information まちのお知らせ

扶養親族
などの数

本　　人 扶養義務者の
限度額全部支給 一部支給

０人 190,000 円 1,920,000 円 2,360,000 円
１人 570,000 円 2,300,000 円 2,740,000 円
２人 950,000 円 2,680,000 円 3,120,000 円
３人 1,330,000 円 3,060,000 円 3,500,000 円
４人 1,710,000 円 3,440,000 円 3,880,000 円
５人 2,090,000 円 3,820,000 円 4,260,000 円

所得制限限度額表

税　

金

相　

談

掲
示
板

　交付済みの標記認定証の有
効期限は 22 年７月 31 日です。
８月以降も引き続き認定証が必
要な人は、再度申請が必要です。

● 70歳未満の人
　入院したときの一部負担金が
限度額までとなる「限度額適用
認定証」の有効期限は７月 31
日です。すでに交付を受けてい
る人も、再度申請が必要です。
８月中に申請をしなかった場合、
８月分の医療費は３割全額が自
己負担となり、後から高額療養
費の申請が必要になります。
　これまで認定証の交付を受け
ていない人で、入院の予定があ
る場合も役場窓口で申請してく
ださい。
※この認定証の交付を受けるに
は、国保税に滞納がないことが
条件になっています。

● 70歳以上（高齢受給者）の人
　非課税世帯の人だけを対象に、
限度額適用・標準負担額減額認
定証の適用があります（対象の
可否は、役場窓口で問い合わせ

てください）。
　この認定証を病院へ提示する
ことで、入院時の一部負担金が
限度額までとなり、食事代も減
額になります。入院の予定、心
配がある人は、役場に申請し、
交付を受けてください。
※ 70 歳以上の人で、この制度
に該当しない課税世帯の人も、
高齢受給者証を提示すれば、入
院したときの窓口負担は世帯の
限度額までとなります。ただし、
食事代の減額はありません。

国民健康保険限度額適用認定証
（左）と国民健康保険限度額適
用・標準負担額減額認定証（右）

●問い合わせ先
　町民生活課　国保年金業務
　☎（62）2114

８月は限度額適用認定証と限度額適用・
標準負担額減額認定証の更新月です

手　

当


